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会派略称

自参ク＝自民・参政クラブ　　　　　　　　公　明＝新宿区議会公明党
共　産＝日本共産党新宿区議会議員団　　　新宿会＝新宿未来の会
民無ク＝立憲民主党・無所属クラブ　　　　維　新＝日本維新の会・新宿区議団
現　役＝現役世代に優しい新宿・減税の会　れいわ＝れいわ新選組　新宿
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令和7年度新宿区一般会計補正予算（第2号）
補正予算額：6,657万2千円、補正後予算額：1,907億8,825万4千円
補正の理由：労務単価等の見直しに伴う工事費の増（四谷ひろばの設備整備、新宿生活実習所の建設、弁天町保育園の建設、牛込保
健センターの建設、新宿中央公園の整備、西新宿小学校校舎の増築）　等を計上

令和7年度新宿区一般会計補正予算（第3号）

補正予算額：4億3,691万円、補正後予算額：1,912億2,516万4千円
補正の理由：利用世帯の負担軽減拡充による増（第1子の保育料無償化による給付費の増、第1子の保護者負担助成金の増等）、障害
者グループホーム等整備助成の工期延長に伴う助成金の増、区立中学校全校における不登校生徒への学習支援及び相談支援するた
めの経費、高齢者のスマートフォンの購入費用を助成するための経費、横断歩道設置に伴う上落合八幡歩道橋解体設計委託に要する
経費、区内私立幼稚園1園の一時預かり事業開始による増、区立中学校での｢笑顔と学びの体験活動プロジェクト子供企画型補助事業｣
を活用した生徒の体験活動を充実するための経費　等を計上
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新宿区長及び副区長の給料等及び旅費条例の一部を改正
する条例

『国家公務員等の旅費に関する法律』の改正を踏まえ、所要の改正を行う。

新宿区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例
等の一部を改正する条例

『国家公務員等の旅費に関する法律』の改正を踏まえ、関係条例の旅費（費用弁償）の種目の見直しを行う。

新宿区職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条
例

『地方公務員の育児休業等に関する法律』の改正に伴い、所要の改正を行う。

新宿区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部
を改正する条例

職員の仕事と育児との両立を支援するため、妊娠、出産等についての申出をした職員及び3歳に満たない子を養育する職員に対し、仕
事と育児の両立を支援する制度に係る情報提供及び意向確認等の措置を講ずることを任命権者に義務付ける。

新宿区職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例

新宿区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する
条例の一部を改正する条例

幼稚園教育職員の仕事と育児との両立を支援するため、妊娠、出産等についての申出をした幼稚園教育職員及び3歳に満たない子を
養育する幼稚園教育職員に対し、仕事と育児の両立を支援する制度に係る情報提供及び意向確認等の措置を講ずることを教育委員会
に義務付ける。

『国家公務員等の旅費に関する法律』の改正を踏まえ、所要の改正を行う。

新宿区特別区税条例の一部を改正する条例 『地方税法』の改正等に伴い、所要の改正を行う。

災害に際し応急措置の業務等に従事した者の損害補償に関
する条例の一部を改正する条例

『非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令』の改正に伴い、補償基礎額及び応急措置の業務等に従事した者に扶養親族
がある場合における補償基礎額の加算額を改定する。

新宿区一般事務手数料条例の一部を改正する条例

『障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律』の改正により就労選択支援の定義規定が追加されることに伴い、引
用条項を改める。

新宿区立心身障害者通所訓練施設条例の一部を改正する
条例

新宿区立障害者福祉センター条例の一部を改正する条例

新宿区立福祉作業所条例の一部を改正する条例

新宿区立障害者生活支援センター条例の一部を改正する条
例

新宿区保育所保育料徴収条例及び新宿区立子ども園条例
の一部を改正する条例

東京都保育所等利用世帯負担軽減事業の実施を踏まえ、2歳児までの第1子の保育料について、第2子以降と同様に無料とする。

新宿区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条
例の一部を改正する条例

１ 若葉・須賀町地区地区計画の都市計画変更決定（計画地区の区分の廃止等）に伴い、制限事項を改める。
２ 若葉地区再開発地区計画を廃止し、同一区域に若葉地区地区計画を定める都市計画決定が行われたことに伴い、同地区の区域内
における建築物について、制限事項を定める。
３ 新宿駅東口地区地区計画の都市計画変更決定（双葉通り（一部区間）における壁面の位置の制限の追加等）に伴い、制限事項を改
める。

新宿区牛込保健センター等複合施設建設機械設備工事請
負契約の変更について

令和4年第2回新宿区議会定例会における議決並びに令和5年第2回新宿区議会定例会及び令和7年第1回新宿区議会定例会における
変更の議決に基づき締結した新宿区牛込保健センター等複合施設建設機械設備工事請負契約について、その契約金額を変更する。
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新宿区立角筈区民ホール天井改修その他工事請負契約 新宿区立角筈区民ホール天井改修その他工事施行のため、請負契約を締結する。

特別区道３１－１３８０電線共同溝整備工事委託契約 無電柱化事業の施行に伴う譲渡設備を活用した特別区道３１－１３８０電線共同溝整備工事施行のため、工事委託契約を締結する。

旧都立市ヶ谷商業高等学校及び新宿区立牛込第一中学校
水泳プール解体工事請負契約

旧都立市ヶ谷商業高等学校及び新宿区立牛込第一中学校水泳プール解体工事施行のため、請負契約を締結する。

新宿区牛込保健センター等複合施設建設に伴う什器類の買
入れについて

新宿区牛込保健センター等複合施設建設に伴い、什器類を買い入れる。

道路改良工事（江戸川橋通り第Ⅰ期）請負契約の変更につ
いて

令和6 年第3 回新宿区議会定例会における議決に基づき締結した道路改良工事（江戸川橋通り第Ⅰ期）請負契約について、その契約
金額を変更する。

特別区道の路線の認定について 認定する路線：路線名２３－１１（高田馬場二丁目）

四谷ひろば擁壁改修その他工事請負契約の変更について
令和5年第3回新宿区議会定例会における議決及び令和6年第2回新宿区議会定例会における変更の議決に基づき締結した四谷ひろ
ば擁壁改修その他工事請負契約について、その契約金額を変更する。

新宿中央公園（花のもり等）整備工事請負契約の変更につい
て

令和6年第3回新宿区議会定例会における議決に基づき締結した新宿中央公園（花のもり等）整備工事請負契約について、その契約金
額を変更する。

新宿区立西新宿小学校校舎棟増築等工事請負契約の変更
について

令和6年第2回新宿区議会定例会における議決及び令和7年第1回新宿区議会定例会における変更の議決に基づき締結した新宿区立
西新宿小学校校舎棟増築等工事請負契約について、その契約金額を変更する。

新宿区立西新宿小学校校舎棟増築等電気設備工事請負契
約の変更について

令和6年第2回新宿区議会定例会における議決に基づき締結した新宿区立西新宿小学校校舎棟増築等電気設備工事請負契約につい
て、その契約金額を変更する。

新宿区立西新宿小学校校舎棟増築等機械設備工事請負契
約の変更について

令和6年第2回新宿区議会定例会における議決に基づき締結した新宿区立西新宿小学校校舎棟増築等機械設備工事請負契約につい
て、その契約金額を変更する。
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東京都後期高齢者医療広域連合議会議員選挙候補者の推
薦について

渡辺清人氏

給食無償化に際し、質・量の確保を担保するための国による
十分な予算措置を求める意見書

学校給食は、子どもたちの日々の食事の３分の１を占め、成長期にある児童・生徒の心身の発達において極めて重要な役割を果たして
います。しかしながら、昨今の物価高騰の影響により、一部の自治体では給食の質および量の確保が困難となっている実態があります。
よって、国による給食無償化の実施にあたっては、すべての児童・生徒の健やかな成長を促す上において、給食の質および量の担保を
可能とする十分な予算措置を講じるとともに、自治体格差が生じないよう、特段の取組を国会及び政府に対して強く求めました。
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